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医療政策課長
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＜臨時福祉給付金担当兼＞

担当係長（支援調整担当）
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担当係長（後期高齢者医療制度担
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　　　　　　　　　村上　和孝

障害企画課長
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＜保険・年金人材育成リーダー兼＞

＜臨時福祉給付金担当兼＞

担当課長
（収納対策担当）
　　　　　　　　　榊原　秀和
＜財政局主税部徴収対策課債権回収促
進担当兼＞

医療援助課長
　　　　　　　　　加藤　隆夫
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進担当兼＞

障害福祉部長
　　　　　　　　　杉本　英和

担当係長
　　　　　　　　　豊福　芳乃

福祉医療係長
　　　　　　　　　丸山　直樹

担当係長（制度担当）
　　　　　　　　　小川　武広

精神保健福祉係長
　　　　　　　　　山村　太郎

担当係長（滞納整理支援担当）
　　　　　　　　　坂本　義一

課長補佐（国民年金係長）
　　　　　　　　　菊池　清志

担当係長（後期高齢者医療制度担

当）

　　　　　　　　　服部　敦

課長補佐（企画調整係長）
　　　　　　　　　大津　豪

課長補佐（保険料係長）
　　　　　　　　　栗山潤一郎
＜臨時福祉給付金担当兼＞

担当課長（収納対策担当係長）
　　　　　　　　　川井　幸生

担当係長（滞納整理支援担当）
　　　　　　　　　小松　順

担当係長（保険年金システム担当）
　　　　　　　　　池田　範央
＜臨時福祉給付金担当兼＞

就労支援係長
　　　　　　　　　永井　俊雄

資格給付係長
　　　　　　　　　藤本　弘
＜臨時福祉給付金担当兼＞

高齢者医療係長
　　　　　　　　　鈴木　政憲

課長補佐（管理係長）
　　　　　　　　　原田　正俊

担当係長（特定健診等担当）
　　　　　　　　　栗原　明日香

担当係長（人材育成等担当）
　　　　　　　　　長澤　勘平

担当係長（後期高齢者医療制度担

当）

　　　　　　　　　石井　淳

担当係長（施策推進担当）
　　　　　　　　　金井　国明

担当係長
　　　　　　　　　坂入　章子
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障害福祉課長
　　　　　　　　　上條　浩
＜臨時福祉給付金担当兼＞

港北福祉授産所長
　　　　　　　　　槇田　芳郎

担当部長
（障害者更生相談所長）

　　　　　　　　　小林　宏高

担当部長
（こころの健康相談センター長）

　　　　　　　　　白川　教人

障害支援課長
　　　　　　　　　　君和田　健

中福祉授産所長
　　　　　　　　　岩﨑　正裕

障害支援係長
　　　　　　　　　名倉　孝典

相談援助係長
　　　　　　　　　小栗　由美

福祉授産所

課長補佐（事業者育成担当係長）
　　　　　　　　　丹野　久美

相談係長
　　　　　　　　　倉田　真希

移動支援係長
　　　　　　　　　飯野　正夫

救急医療係長
　　　　　　　　　駒形　俊文

戸塚福祉授産所長
　　　　　　　　　阿部　敏彦

地域活動支援係長
　　　　　　　　　松浦　拓郎

担当係長（整備推進担当）
　　　　　　　　　川島　とも子

事務係長
　　　　　　　　　山田　実

担当係長
　　　　　　　　　一青　良太

在宅支援係長
　　　　　　　　　卯都木　優子

担当係長
　　　　　　　　　岸　和弘

課長補佐（事業支援係長）
　　　　　　　　　高橋　啓

南福祉授産所長
　　　　　　　　　福井　寛

課長補佐（審査係長）
　　　　　　　　　安楽岡信夫

生活支援係長
　　　　　　　　　今井　智子
＜臨時福祉給付金担当兼＞

担当係長
　　　　　　　　　櫻井　善啓
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養護老人ホーム

名瀬ホーム所長
　　　　　　　　　富井　眞人

恵風ホーム所長
　　　　　　　　　江藤　俊哉

高齢健康福祉課長
　　　　　　　　　松浦　淳

高齢施設課長
　　　　　　　　　武井　和弘

担当課長
（高齢施設整備担当）
　　　　　　　　　久保田　彰人
＜介護事業指導課担当課長兼＞

高齢在宅支援課長
　　　　　　　　　堀内　俊幸

高齢健康福祉部長
　　　　　　　　　細川　哲志
＜保険・年金人材育成
                  シニアリーダー兼＞

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　大島　範子

知的障害者生活介護型施設

松風学園長
　　　　　　　　　内田　孝司 担当課長（担当係長）

　　　　　　　　　西川美智子

介護予防担当係長
　　　　　　　　　見村　めぐみ

課長補佐（施設運営係長）
　　　　　　　　　藤本　剛

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　井波　昭彦

課長補佐（認知症等担当係長）
　　　　　　　　　石原　千草

地域支援係長
　　　　　　　　　大木　桂子

担当係長
　　　　　　　　　山尾　敏弘

担当係長
　　　　　　　　　村上　恵介

在宅支援係長
　　　　　　　　　古角　朋彦

担当係長
　　　　　　　　　鈴木　治美

担当係長
　　　　　　　　　落合　加恵子

入所支援第二係長
　　　　　　　　　山口　誠

入所支援第一係長
　　　　　　　　　飯嶋　真之

課長補佐（計画調整係長）
　　　　　　　　　岡本　今日子

生きがい係長
　　　　　　　　　大渕　拓也

課長補佐（管理係長）
　　　　　　　　　小澤　俊則

課長補佐（副所長）
　　　　　　　　　田邊　修

施設整備係長
　　　　　　　　　北條　雅之

副所長
　　　　　　　　　所　泰弘
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介護保険課長
　　　　　　　　　星　信行
＜保険・年金人材育成リーダー兼＞
＜財政局主税部徴収対策課債権回収促
進担当兼＞
＜臨時福祉給付金担当兼＞

介護事業指導課長
　　　　　　　　　赤澤　俊之

担当係長（健康危機管理担当）
　　　　　　　　　毛利　一也

担当係長
　　　　　　　　　市川　美貴

担当係長
　　　　　　　　　菅野　美穂

担当係長（新型インフルエンザ等
対策担当）
　　　　　　　　　羽布津　昌子

担当係長
　　　　　　　　　高木　大輔

担当係長（新型インフルエンザ等
対策担当）
　　　　　　　　　梅澤　伸宏

課長補佐（健康危機管理担当係
長）
　　　　　　　　　牛頭　文雄

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　南　嘉弘

担当係長
　　　　　　　　　菊池　潤

指導監査係長
　　　　　　　　　浜田　美徳

課長補佐（運営支援係長）
　　　　　　　　　小賀野　健一

担当係長
　　　　　　　　　平社　晃一

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　遠藤　寿彦

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　水野　直樹

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　山本　憲司
＜臨時福祉給付金担当兼＞

担当係長
　　　　　　　　　川崎　和則

担当係長（健康危機管理担当）
　　　　　　　　　木野知　裕
＜放射線対策担当兼＞

担当係長
　　　　　　　　　鴨野　寿美夫

担当係長
　　　　　　　　　佐藤　修一

担当係長
　　　　　　　　　廣原　英樹
＜臨時福祉給付金担当兼＞

健康安全部長
　　　　　　　　　田中　靖

担当部長（監視等担当）
　　　　　　　　　横溝　力男
＜放射線対策担当兼＞

担当部長（兼）（健康安全担当）
　　　　　　　　　里見　正宏
＜鶴見区福祉保健センター長＞

担当部長（兼）（保健事業担当）
　　　　　　　　　秋元　政博
＜保土ヶ谷区福祉保健センター医務担
当部長＞

担当課長
（新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等対策担当）
　　　　　　　　　高橋　馨

担当課長
（放射線対策担当）
　　　　　　　　　小川　信也

担当課長（兼）（健康安全担当）
　　　　　　　　　青木　匡司
＜瀬谷区福祉保健センター医務担当課
長＞

担当部長（兼）（健康安全担当）
　　　　　　　　　高野　つる代
＜磯子区福祉保健センター医務担当部
長＞

担当部長（兼）（健康安全担当）
　　　　　　　　　富田　千秋
＜金沢区福祉保健センター長＞

担当部長（健康安全課長）（兼）

　　　　　　　　　岩田　眞美
＜総務局危機管理室危機管理部危機管
理課担当課長兼＞
＜臨時福祉給付金担当兼＞

担当部長（医務担当）
　　　　　　　　　岩田　眞美
＜健康安全課長兼＞
＜新型インフルエンザ等対策担当部長
兼＞
＜臨時福祉給付金担当兼＞
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動物愛護センター長
　　　　　　　　　本間　豊

食品衛生課長
　　　　　　　　　泉　俊明
＜総務局危機管理室危機管理部
　　　　危機管理課担当課長兼＞

生活衛生課長
　　　　　　　　　渡辺　昭嘉
＜総務局危機管理室危機管理部
　　　　危機管理課担当課長兼＞

＜生活衛生課長、環境指導係長及び生活衛生係長は、健康安全課健康危機管理担当を兼
務＞

担当係長（医療安全相談担当）
　　　　　　　　　東　健一

＜食品衛生課長、食品衛生係長、食品監視係長及び食品衛生課担当係長は健康安全課健
康危機管理担当を兼務＞

担当係長
　　　　　　　　　及川　知子
＜放射線対策担当兼＞

担当係長
　　　　　　　　　大久保志保

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　古家　浩一

担当係長
　　　　　　　　　稲垣　崇之

担当係長（医療監視等担当）
　　　　　　　　　前原　幹弘

食品衛生係長
　　　　　　　　　河野　誠

愛護推進係長
　　　　　　　　　梅田　宏子

課長補佐（環境指導係長）
　　　　　　　　　池田　進

生活衛生係長
　　　　　　　　　有竹　義男

医療安全課長
　　　　　　　　　濱　哲夫
＜放射線対策担当兼＞

運営企画係長
　　　　　　　　　山本　登

食品監視係長
　　　　　　　　　仙田　隆一

担当係長
　　　　　　　　　冨岡　幸世

担当係長（医療監視等担当）
　　　　　　　　　小林　宏司

担当係長（医療監視等担当）
　　　　　　　　　宮下　公一
＜放射線対策担当兼＞
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担当部長（事業推進担当課長）
　　　　　　　　　木村　博和

北部斎場長
　　　　　　　　　加藤　正司
担当係長（北部斎場担当）
　　　　　　　　　野村　泰弘

環境施設課長
　　　　　　　　　松永　正彦

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　北村　秀一
＜放射線対策担当兼＞

担当係長（兼）
　　　　　　　　　近藤　修治
＜南区福祉保健センター医務担当係長＞

担当係長
　　　　　　　　　長尾　眞佐枝

担当係長
　　　　　　　　　橋本　宏

担当係長
　　　　　　　　　滝澤　良

施設係長
　　　　　　　　　富田　紀行

担当係長
　　　　　　　　　曽我　直樹

担当係長
　　　　　　　　　中出　純子

担当係長（健康づくり担当）
　　　　　　　　　伊藤　彩子

担当係長（健康づくり担当）
　　　　　　　　　平林　桂

担当課長（兼）
　　　　　　　　　五十嵐　吉光
＜緑区福祉保健センター医務担当課長
＞

担当課長（兼）
　　　　　　　　　小野　範子
＜泉区福祉保健センター医務担当課長
＞

担当課長
　　　　　　　　　前中　ゆかり

担当部長（保健事業課担当課
長）
　　　　　　　　　田中　園治

久保山斎場長
　　　　　　　　　橋本　寿晴
担当係長（久保山斎場担当）

　　　　　　　　　志村　雅二

南部斎場長
　　　　　　　　　渡辺　洋一
担当係長（南部斎場担当）
　　　　　　　　　保科　博史

保健事業課長
　　　　　　　　　茂木　潤一

担当部長（保健事業課担当課
長）
　　　　　　　　　佐藤　眞理代

担当係長
　　　　　　　　　山下　和宏

担当課長（健康づくり担当）
　　　　　　　　　横森　喜久美

斎場

戸塚斎場長
　　　　　　　　　木村　顯
担当係長（戸塚斎場担当）
　　　　　　　　　内山　隆
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保健所長
　　　　　　　　　豊澤　隆弘

担当理事（保健医療医務監）
　　　　　　　　　水野　哲宏

中央卸売市場本場食品衛生検
査所長
　　　　　　　　　市川　英毅

中央卸売市場南部市場食品衛生検
査所長

　　　　　　　　　笹尾　忠由

担当部長（食肉衛生検査所長）
　　　　　　　　　桃井　宏之

副所長
　　　　　　　　　小須田　久

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　半澤　浩幸

担当係長
　　　　　　　　　山口　　正

担当係長
　　　　　　　　　石井　賢雄

課長補佐（健康危機管理担当係
長）
　　　　　　　　　牛頭　文雄

担当係長
　　　　　　　　　菅野　美穂

担当係長
　　　　　　　　　楠　哲也

担当係長
　　　　　　　　　伊澤　三彩

担当係長
　　　　　　　　　西岡　進

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　岩波　康人

担当係長（新型インフルエンザ等
対策担当）
　　　　　　　　　梅澤　伸宏

担当係長（健康危機管理担当）
　　　　　　　　　毛利　一也

担当係長（新型インフルエンザ等
対策担当）
　　　　　　　　　羽布津　昌子

担当係長
　　　　　　　　　市川　美貴

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　山本　憲司

担当係長
　　　　　　　　　高木　大輔

担当係長（健康危機管理担当）
　　　　　　　　　木野知　裕
＜放射線対策担当兼＞

健康安全部長
　　　　　　　　　田中　靖

担当部長（監視等担当）
　　　　　　　　　横溝　力男
＜放射線対策担当兼＞

担当部長（医務担当）
　　　　　　　　　岩田　眞美
＜健康安全課長兼＞
＜新型インフルエンザ等対策担当部長
兼＞
＜臨時福祉給付金担当兼＞

＜生活衛生課長、食品衛生課長、、環境指導係長、生活衛生係長、食品衛生係長、食品監視
係長及び食品衛生課担当係長は健康安全課健康危機管理担当を兼務＞

担当係長
　　　　　　　　　原　みゆき

担当部長（兼）（健康安全担当）
　　　　　　　　　里見　正宏
＜鶴見区福祉保健センター長＞

担当部長（兼）（保健事業担当）
　　　　　　　　　秋元　政博
＜保土ヶ谷区福祉保健センター医務担
当部長＞

担当部長（兼）（健康安全担当）
　　　　　　　　　高野　つる代
＜磯子区福祉保健センター医務担当部
長＞

担当部長（兼）（健康安全担当）
　　　　　　　　　富田　千秋
＜金沢区福祉保健センター長＞

担当部長（健康安全課長）（兼）

　　　　　　　　　岩田　眞美
＜総務局危機管理室危機管理部危機管
理課担当課長兼＞
＜臨時福祉給付金担当兼＞

担当課長
（新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等対策担当）
　　　　　　　　　高橋　馨

担当課長
（放射線対策担当）
　　　　　　　　　小川　信也

担当課長（兼）（健康安全担当）
　　　　　　　　　青木　匡司
＜瀬谷区福祉保健センター医務担当課
長＞

＜保健所職員は、下記の健康安全部及び１８区福祉保健センター（西区の
高齢支援課を除く）が兼務＞
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医療安全課長
　　　　　　　　　濱　哲夫
＜放射線対策担当兼＞

＜食品衛生課長、食品衛生係長、食品監視係長及び食品衛生課担当係長は健康安全課健
康危機管理担当を兼務＞

生活衛生係長
　　　　　　　　　有竹　義男

担当係長（医療安全相談担当）
　　　　　　　　　東　健一

＜生活衛生課長、環境指導係長及び生活衛生係長は、健康安全課健康危機管理担当を兼
務＞

動物愛護センター長
　　　　　　　　　本間　豊

運営企画係長
　　　　　　　　　山本　登

担当係長
　　　　　　　　　大久保志保

担当係長（医療監視等担当）
　　　　　　　　　宮下　公一
＜放射線対策担当兼＞

担当係長（医療監視等担当）
　　　　　　　　　小林　宏司

担当係長
　　　　　　　　　及川　知子
＜放射線対策担当兼＞

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　古家　浩一

食品衛生課長
　　　　　　　　　泉　俊明
＜総務局危機管理室危機管理部
　　　　危機管理課担当課長兼＞

生活衛生課長
　　　　　　　　　渡辺　昭嘉
＜総務局危機管理室危機管理部
　　　　危機管理課担当課長兼＞

課長補佐（環境指導係長）
　　　　　　　　　池田　進

担当係長
　　　　　　　　　冨岡　幸世

担当係長
　　　　　　　　　稲垣　崇之

愛護推進係長
　　　　　　　　　梅田　宏子

食品衛生係長
　　　　　　　　　河野　誠

食品監視係長
　　　　　　　　　仙田　隆一

担当係長（医療監視等担当）
　　　　　　　　　前原　幹弘
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検査研究課長
　　　　　　　　　森田　昌弘
担当課長
（検査研究担当）
　　　　　　　　　松野　桂

高齢・障害支援課長

感染症・疫学情報課長
　　　　　　　　　船山　和志

管理課長
　　　　　　　　　山口　敦彦

担当課長（機能強化担当）
　　　　　　　　　堀　敏彦

生活衛生課長　※１

担当係長
　　　　　　　　　畔上　栄治

福祉保健センターは標準型で表示
※１　栄区・泉区・瀬谷区は１係制、青葉区は２担当係長制

担当係長
　　　　　　　　　内田　憲志

高齢・障害係長
担当係長

担当係長
　　　　　　　　　青野　実

担当係長
　　　　　　　　　太田　嘉

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　刈込　髙子

担当係長
　　　　　　　　　髙津　和弘

こども家庭係長
担当係長

担当係長
　　　　　　　　　宇宿　秀三

担当係長
　　　　　　　　　上原　早苗

担当係長
　　　　　　　　　坂井　雄太

食品衛生係長
環境衛生係長

運営企画係長
担当係長（事業企画担当）
健康づくり係長

担当理事（衛生研究所長）（兼）

　　　　　　　　　水野　哲宏

担当部長（兼）
（感染症・疫学担当）
　　　　　　　　　高橋　秀明
<栄区福祉保健センター医務担当部長>

課長補佐（管理係長）
　　　　　　　　　岩澤　健司

福祉保健センター長
センター担当部長

福祉保健課長

こども家庭支援課長
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健康福祉局事務分掌 

 

総 務 部 

総務課 

(1) 局内の文書に関すること。 

(2) 局内の事務事業の連絡調整に関すること。 

(3) 社会福祉、保健及び衛生に係る褒賞及び表彰に関すること。 

(4) 局の危機管理に関すること。 

(5) 局内の予算及び決算に関すること。 

(6) 局内の財産管理に関すること。 

(7) 他の室、部及び課の主管に属しないこと。 

 

職員課 

(1) 局所属職員等の研修に関すること。 

(2) 局所属職員の福利厚生及び衛生管理に関すること。 

(3) 局所属職員等の人事に関すること。 

(4) 局所属職員の給与その他の勤務条件その他労務に関すること。 

(5) 局内の組織に関すること。 

 

相談調整課 

(1) 横浜市福祉調整委員会が受けた苦情申立て等に関すること。 

(2) その他横浜市福祉調整委員会に関すること。 

(3) 墓地等の設置等に係る紛争解決のためのあっせん及び紛争の調整に関すること。 

(4) 横浜市墓地等設置紛争調停委員会に関すること。 

 

監査課 

(1) 社会福祉に係る事業等の監査に係る企画及び連絡調整に関すること(こども青少 

年局総務部監査課の主管に属するものを除く。以下この部中同じ。)。 

(2) 社会福祉法人の設立、定款変更、解散、合併の認可等に関すること。 

(3) 社会福祉法人の監査その他の指導及び監督に関すること。 

(4) 社会福祉法人の改善命令、業務停止命令、役員解職の勧告及び解散命令に関する 

こと。 

(5) 社会福祉施設、介護老人保健施設等の施設に係る事業その他の社会福祉事業の監 

査に関すること。 

(6) 社会福祉施設その他の施設の建設に対する助成についての検査等に関すること。 

(7) 特に命ぜられた監査その他の指導及び監督に関すること。 

 

企画部 

企画課 

(1) 社会福祉、保健及び衛生に係る総合的な企画、調整及び調査研究に関すること。 

(2) 社会福祉、保健及び衛生に係る統計及び情報の収集等に関すること(他の室及び 

部の主管に属するものを除く。)。 

(3) 横浜市社会福祉審議会に関すること。 
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医療政策室 

医療政策課 

(1) 医療政策に係る企画及び総合調整に関すること。 

(2) 医療団体に関すること(他の部及び課の主管に属するものを除く。)。 

(3) 横浜市病院事業が経営する病院、公立大学法人横浜市立大学附属病院及び附属市 

民総合医療センター並びに地域中核病院が提供する医療等に係る調整に関すること。 

(4) 地域医療に関すること。 

(5) 医療従事者の確保に関すること。 

(6) 地域中核病院の整備等に関すること。 

(7) 在宅医療の連携に関すること(他の部の主管に属するものを除く。)。 

(8) 救急医療に関すること。 

(9) 災害医療に関すること。 

 

地域福祉保健部 

福祉保健課 

(1) 地域福祉保健推進施策の調整に関すること。 

(2) 地域福祉保健計画の推進に関すること。 

(3) 福祉のまちづくりの推進に関すること。 

(4) 横浜市福祉のまちづくり推進会議に関すること。 

(5) 福祉保健センターにおける福祉保健施策の推進に係る連絡調整に関すること。 

(6) 社会福祉法人横浜市社会福祉協議会に関すること(障害福祉部の主管に属するも 

のを除く。)。 

(7) 社会福祉法人区社会福祉協議会等に関すること。 

(8) 地域福祉保健に係る人材育成に関すること(他の部の主管に属するものを除く。)。 

(9) 成年後見制度及び地域福祉に係る権利の擁護に関すること(他の部の主管に属す 

るものを除く。)。 

(10) 日本赤十字社及び赤十字奉仕団に関すること。 

(11) 災害救助に関すること。 

(12) 災害時要援護者支援事業に関すること。 

(13) その他地域福祉保健に関すること。 

(14) 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

地域支援課 

(1) 民生委員及び横浜市民生委員推薦会に関すること。 

(2) 地域包括支援センターの設置及び運営管理の総合調整に関すること。 

(3) 地域ケアプラザの整備及び運営管理の総合調整に関すること。 

(4) 福祉保健活動拠点の整備及び運営管理の総合調整に関すること。 

(5) 横浜市社会福祉センター及び福祉保健研修交流センターウィリング横浜の運営管 

理に関すること。 

 

生活福祉部 

保護課 

(1) 生活保護等に係る事務の企画、運営、指導その他生活保護法(昭和25年法律第144 
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号)の施行に関すること。 

(2) 保護施設の設置の認可並びに当該施設の休止及び廃止の認可に関すること。 

(3) 保護施設の改善命令、事業停止命令、認可の取消しその他の指導及び監督に関す 

ること。 

(4) 生活困難者に対する事業及び隣保事業に係る社会福祉施設(保護施設を除く。)及 

び社会福祉事業(以下この部中「施設等」という。)の開始、変更及び廃止の許可等に 

関すること。 

(5) 施設等の改善命令、事業停止命令、許可の取消しその他の指導及び監督に関する 

こと。 

(6) 私立の保護施設の助成に関すること。 

(7) 市立の保護施設(授産所を除く。)の企画、設置及び運営管理に関すること。 

(8) 保護施設の法外扶助に関すること。 

(9) 生活保護世帯の法外援護に関すること。 

(10) 保護統計調査に関すること。 

(11) 行旅病人及び行旅死亡人の取扱いに関すること。 

(12) 医療券等の審査に関すること。 

(13) 生活保護法に基づく指定介護機関、指定医療機関等に関すること。 

(14) 被保護者の就労支援に関すること。 

(15) 原子爆弾被爆者の福祉に関すること。 

(16) 戦傷病者、戦没者遺族、中国帰国者等の援護に関すること。 

(17) 公益財団法人寿町勤労者福祉協会に関すること。 

(18) 寿地区対策に関すること。 

(19) ホームレスの自立支援に関すること。 

(20) 寿福祉プラザの管理に関すること。 

(21) 障害者のいる世帯等に係る水道料金減免事務の調整に関すること。 

(22) 生活困窮者の支援に係る事務の企画及び調整に関すること(他の局の主管に属す 

るものを除く。)。 

(23) 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

保険年金課 

(1) 国民健康保険及び国民年金(特定障害者に係る特別障害給付金を含む。以下この部 

中同じ。)の事務の企画及び運営に関すること。 

(2) 国民健康保険被保険者の資格の得喪及び賦課徴収に係る総合調整に関すること。 

(3) 国民健康保険給付に関すること。 

(4) 国民健康保険及び国民年金の統計調査、事業報告等に関すること。 

(5) 国民健康保険制度及び国民年金制度の広報に関すること。 

(6) 区役所における国民健康保険及び国民年金の事務の指導及び連絡に関すること。 

(7) 国民健康保険関係職員の研修に関すること。 

(8) 横浜市国民健康保険運営協議会及び横浜市国民健康保険障害児育児手当金障害程 

度審査委員会に関すること。 

(9) 国民健康保険団体連合会に関すること。 

(10) 国民健康保険に係る特定健康診査及び特定保健指導に関すること。 

 

医療援助課 
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(1) ひとり親家庭等の医療費助成事業に関すること。 

(2) 小児の医療費助成事業に関すること。 

(3) 重度障害者の医療費助成事業に関すること。 

(4) 身体障害者の更生医療給付に関すること。 

(5) 児童の医療給付等に関すること。 

(6) 後期高齢者医療事業及び老人保健医療事業に関すること。 

(7) 神奈川県後期高齢者医療広域連合に関すること。 

(8) その他医療費助成に関すること(他の課の主管に属するものを除く。)。 

 

障害福祉部 

障害企画課 

(1) 障害者及び障害児に係る一貫した施策の企画及び調整に関すること。 

(2) 障害者及び障害児の福祉の推進に関すること(こども青少年局こども福祉保健部 

の主管に属するものを除く。)。 

(3) 障害者福祉サービスに関する広報及び福祉サービスの情報提供に関すること(こ 

ども青少年局こども福祉保健部の主管に属するものを除く。)。 

(4) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(以下この項にお 

いて「法」という。)に係る事務の企画及び運用に関すること。 

(5) 発達障害者支援法に関すること(こども青少年局こども福祉保健部の主管に属す 

るものを除く。)。 

(6) 後見的支援を要する障害者の支援に関すること。 

(7) 精神科病院の実地指導に関すること。 

(8) 医療社会事業に関すること。 

(9) その他精神保健及び精神障害者福祉に関すること(他の局、部及び課の主管に属す 

るものを除く。)。 

(10) 障害者更生相談所及びこころの健康相談センターとの連絡調整に関すること。 

(11) 横浜市総合リハビリテーションセンターの運営管理に関すること。 

(12) 社会福祉法人横浜市リハビリテーション事業団に関すること。 

(13) 自殺対策に関すること(他の局、部及び課の主管に属するものを除く。)。 

(14) 法に基づく自立支援医療費(精神障害者の通院医療に係るものに限る。)その他の 

精神障害者に係る医療費の公費負担に関すること(他の部及びこころの健康相談セン 

ターの主管に属するものを除く。)。 

(15) 障害者の就業支援に関すること。 

(16) 福祉授産所等における受注、契約、工賃請求及び領収並びに当該授産所等への支 

払に関すること。 

(17) 地域作業所等に対する作業のあっせんに関すること。 

(18) 横浜市障害者施策推進協議会に関すること。 

(19) 横浜市精神保健福祉審議会に関すること。 

(20) 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

障害福祉課 

(1) 特別障害者手当等に関すること。 

(2) 心身障害者扶養共済事業に関すること。 

(3) 障害者及び障害児の移動支援に関すること。 
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(4) 手話通訳の派遣に関すること。 

(5) 横浜市障害者研修保養センターの運営管理に関すること。 

(6) 横浜市障害者スポーツ文化センターの運営管理に関すること。 

(7) 障害者のスポーツ及び文化活動の推進に関すること。 

(8) 法に基づく介護給付費のうち、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護及 

び重度障害者等包括支援に係る事務に関すること。 

(9) 法に基づく補装具費の支給に係る事務に関すること。 

(10) 法に基づく地域生活支援事業のうち、移動支援サービス、日常生活用具給付等、 

障害者入浴サービス、コミュニケーション支援及び相談支援に係る事務に関すること。 

(11) 障害者の生活環境の整備に関すること。 

(12) 特別乗車券に関すること。 

(13) その他障害者個人に対する給付に関すること(他の局、部及び課の主管に属する 

ものを除く。)。 

(14) その他障害者団体に関すること(他の局、部及び課の主管に属するものを除く。)。 

 

障害支援課 

(1) 市立の障害者施設に関すること(他の課の主管に属するものを除く。)。 

(2) 市立の障害者施設の整備に関すること。 

(3) 私立の障害者施設及び障害者地域活動ホームの建設に対する助成に関すること。 

(4) 障害者施設の設置の認可等並びに当該施設の休止及び廃止の承認等に関すること。 

(5) 障害者施設への措置、措置費及び法外扶助に関すること。 

(6) 障害者施設の調査、指導及び調整に関すること。 

(7) 法に基づく介護給付費のうち、生活介護、短期入所、施設入所支援及び療養介護 

に係る事務に関すること。 

(8) 法に基づく訓練等給付費に係る事務に関すること。 

(9) 法に基づく地域生活支援事業のうち、地域活動支援センター及び日中一時支援に 

係る事務に関すること。 

(10) 自立生活アシスタントに関すること。 

(11) 障害者地域活動ホーム及び小規模通所施設に関すること。 

(12) 精神障害者の退院促進支援に関すること。 

(13) 社会福祉法人横浜市社会福祉協議会障害者支援センターの事業に関すること。 

(14) 障害者及び障害児の在宅生活の支援に関すること(他の局、部及び課の主管に属 

するものを除く。)。 

 

高齢健康福祉部 

高齢健康福祉課 

(1) 高齢者福祉に係る企画及び調整に関すること。 

(2) 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画に関すること。 

(3) 介護福祉業務に従事する人材の確保に係る事業に関すること。 

(4) 老人クラブに関すること。 

(5) 老人福祉センター等に関すること。 

(6) 横浜市高齢者保養研修施設の運営管理に関すること。 

(7) その他高齢者の福祉に関すること(他の課の主管に属するものを除く。)。 

(8) 部内他の課の主管に属しないこと。 
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高齢在宅支援課 

(1) 在宅の要援護高齢者等の福祉に関すること(他の課の主管に属するものを除く。)。 

(2) 在宅の要援護高齢者等の保健事業その他地域看護業務に関すること(他の課の主 

管に属するものを除く。)。 

(3) 高齢者の介護予防事業に関すること。 

(4) 高齢者等の包括的支援事業に関すること(他の課の主管に属するものを除く。)。 

(5) 指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定介護予防サービス事業 

者及び指定介護予防支援事業者への支援に関すること(他の課の主管に属するものを 

除く。)。 

(6) 社会福祉法人横浜市福祉サービス協会に関すること。 

 

高齢施設課 

(1) 介護保険施設の指定又は許可、指導、調整、改善勧告、改善命令等に関すること。 

(2) 短期入所生活介護、短期入所療養介護及び特定施設入居者生活介護を実施する事 

業者(いずれも予防給付に係るものを含む。)の指定、指導、調整、改善勧告、改善命 

令等に関すること。 

(3) 地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活 

介護を実施する事業者の指定、指導、調整、改善勧告、改善命令等に関すること。 

(4) 生活支援短期入所生活介護に関すること。 

(5) 老人福祉法(昭和38年法律第133号)に基づく事業及び施設に係る許可等に関する 

こと(他の課の主管に属するものを除く。)。 

(6) 老人福祉施設への措置及び措置費並びに法外扶助に関すること。 

(7) 市立の老人福祉施設に関すること(他の課の主管に属するものを除く。)。 

(8) 老人福祉施設及び介護保険施設の建設に対する助成に関すること。 

(9) 地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活 

介護の拠点の整備に対する助成等に関すること。 

(10) サービス付き高齢者向け住宅の報告、検査、指示等に関すること(他の局の主管 

に属するものを除く。)。 

(11) よこはま多世代・地域交流型住宅等の高齢者の住居に関すること(建築局の主管 

に属するものを除く。)。 

 

介護保険課 

(1) 介護保険の事務の企画及び運営に関すること(他の課の主管に属するものを除 

く。)。 

(2) 介護保険料の算定に関すること。 

(3) 介護保険被保険者の資格の得喪、賦課徴収及び要介護認定等に係る総合調整に関 

すること。 

(4) 介護保険の給付に関すること(区役所の主管に属するものを除く。)。 

(5) 介護保険料に係る特別徴収義務者への還付に関すること。 

(6) 介護保険制度における住宅改修及び福祉用具購入に係る事業者の調整に関するこ 

と。 

(7) 介護保険に係る統計調査、事業報告等に関すること。 

(8) 介護保険制度の広報に関すること。 
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(9) 区役所における介護保険の事務の指導及び連絡に関すること。 

(10) 介護保険関係職員の研修に関すること。 

(11) 横浜市介護認定審査会及び横浜市介護保険運営協議会に関すること。 

(12) 国民健康保険団体連合会に関すること(他の部、課の主管に属するものを除く。)。 

 

介護事業指導課 

(1) 指定居宅サービス事業者、指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事 

業者、指定介護予防サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指 

定介護予防支援事業者の指定、指導、調整、改善勧告、改善命令等に関すること(他 

の課の主管に属するものを除く。)。 

(2) 地域密着型サービスの拠点の整備に対する助成等に関すること(他の課の主管に 

属するものを除く。)。 

 

健康安全部 

健康安全課 

(1) 健康安全に係る施策の企画及び調整に関すること。 

(2) 感染症の予防、医療、発生動向の調査等に関すること(保健所事務分掌規則第3条 

健康安全課の項第1号から第4号まで並びに第4条福祉保健課の項第3号及び第4号に掲 

げる事務を除く。)。 

(3) 予防接種に関すること。 

(4) 横浜市予防接種事故対策調査会に関すること。 

 

生活衛生課 

(1) 墓地、埋葬等に関する法律(昭和23年法律第48号)に基づく経営の許可等に関する 

こと。 

(2) 横浜市墓地等設置財務状況審査会に関すること。 

(3) 環境衛生関係団体に関すること。 

(4) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律(昭和45年法律第20号)に基づく事 

業者の登録に関すること。 

(5) 昆虫等の防除に関すること(保健所事務分掌規則第4条生活衛生課の項第5号に掲 

げる事務を除く。)。 

(6) その他生活衛生に関すること(保健所事務分掌規則第3条生活衛生課の項及び第4 

条生活衛生課の項第1号から第8号までに掲げる事務を除く。)。 

(7) 動物愛護センターに関すること。 

 

食品衛生課 

(1) 食品衛生関係団体に関すること。 

(2) 食鳥処理の事業の許可、確認規程の認定等に関すること。 

(3) と畜場の設置の許可等に関すること。 

(4) その他食品衛生に関すること(保健所事務分掌規則第3条食品衛生課の項及び第4 

条生活衛生課の項第9号から第11号までに掲げる事務を除く。)。 

(5) 食肉衛生検査所及び中央卸売市場食品衛生検査所に関すること。 

(6) 衛生研究所に関すること。 
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医療安全課 

(1) 医療に係る相談等に関すること。 

(2) 医療安全情報の提供に関すること。 

(3) 医療安全研修に関すること。 

(4) その他医療安全の確保に関すること。 

(5) 医療法(昭和23年法律第205号)に基づく許可及び認可に関すること。 

 

保健事業課 

(1) 保健施策の企画、調整及び推進に関すること。 

(2) 健康増進に関すること(他の部、課の主管に属するものを除く。)。 

(3) 栄養改善に関すること。 

(4) 歯科保健に関すること(母子保健に係るものを除く。)。 

(5) 献血の推進等に関すること。 

(6) 保健活動推進員に関すること。 

(7) 原子爆弾被爆者の援護に関すること(生活福祉部の主管に属するものを除く。)。 

(8) 難病対策に関すること。 

(9) その他疾病対策に関すること(他の室、部及び課の主管に属するものを除く。)。 

(10) 公害健康被害の調査、補償及び救済に関すること。 

(11) 横浜市公害健康被害認定審査会及び横浜市公害健康被害診療報酬審査会に関す 

ること。 

(12) その他公害保健福祉に関すること。 

(13) 衛生に係る統計及び人口動態統計に関すること。 

(14) 公益財団法人横浜市総合保健医療財団に関すること。 

(15) 横浜市スポーツ医科学センター及び横浜市総合保健医療センターに関すること。 

(16) 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

環境施設課 

(1) 市営墓地、斎場及び霊堂の運営管理に関すること。 

(2) 市営墓地、斎場及び霊堂の整備に関すること。 
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保健所事務分掌 

   

健康安全部 

健康安全課 

(1) 横浜市感染症診査協議会に関すること。 

(2) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律(平成10年法律第114 

号)に基づく他の行政機関との協議に関すること。 

(3) 検疫法(昭和26年法律第201号)に基づく検疫感染症の患者に係る通報の受理及び 

検疫の免除の許可に関すること。 

(4) 福祉保健センター福祉保健課の項第3号及び第4号並びに生活衛生課の項第11号及 

び第16号に掲げる事務の総括に関すること。 

(5) 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

生活衛生課 

(1) 温泉法(昭和23年法律第125号)に基づく温泉の利用の許可及びその取消し、温泉の 

利用の許可を受けた者の合併及び分割並びに相続に関する承認、温泉の成分等の掲示 

内容等の届出及びその変更命令、管理者に対する措置命令並びに土地の掘削許可等に 

関して神奈川県知事に提出する書類の経由事務に関すること。 

(2) 温泉法施行細則(昭和59年3月横浜市規則第11号)に基づく温泉利用事項の変更並 

びに温泉利用施設の廃止及び休止の届出に関すること。 

(3) 化製場等に関する法律(昭和23年法律第140号)に基づく化製場及び死亡獣畜取扱 

場の設置の許可、変更の届出及び許可の取消しに関すること。 

(4) 化製場等に関する法律施行細則(昭和59年9月横浜市規則第93号)に基づく化製場 

等の設置事項の変更並びに経営の停止及び廃止の届出に関すること。 

(5) えなその他出産に伴う産あい物処理業者条例(昭和25年神奈川県条例第52号)に基 

づく焼却場の施設の検査、事情の聴取、立入検査及び特別の施設の設置命令並びに神 

奈川県知事に提出する書類の経由事務に関すること。 

(6) 墓地、埋葬等に関する法律(昭和23年法律第48号)に基づく報告の徴収及び立入検 

査に関すること。 

(7) 横浜市墓地等の経営の許可等に関する条例(平成23年2月横浜市条例第5号)に基づ 

く立入調査に関すること。 

(8) 有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律(昭和48年法律第112号)に基づ 

く措置命令、報告の徴収、立入検査、質問及び収去に関すること。 

(9) 横浜市簡易給水水道及び小規模受水槽水道における安全で衛生的な飲料水の確保 

に関する条例(平成3年12月横浜市条例第56号)に基づく公表に関すること。 

(10) 福祉保健センター生活衛生課の項第1号から第8号までに掲げる事務の総括に関 

すること。 

 

動物愛護センター 

(1) 横浜市動物愛護センター条例(平成22年12月横浜市条例第44号)第2条第1号から第 

11号までの規定に基づく事務に関すること。 

(2) 狂犬病予防法(昭和25年法律第247号)に基づく犬の登録並びに鑑札及び注射済票 

の交付に関すること(横浜市動物愛護センター条例第2条第3号から第5号までの規定 
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により保管した犬を所有者に返還し、又は第三者に譲渡する場合に、その所有者又は 

譲受人の依頼によって行うものに限る。)。 

(3) 福祉保健センター生活衛生課の項第12号から第14号までに掲げる事務の総括に関 

すること。 

 

食品衛生課 

(1) 食品衛生関係営業の監視及び指導に関すること。 

(2) 食品等の検査に関すること。 

(3) 福祉保健センター生活衛生課の項第9号及び第10号に掲げる事務の総括に関する 

こと。 

 

医療安全課 

(1) 医事及び薬事に関すること(医療法(昭和23年法律第205号)に基づく許可及び認可 

並びに福祉保健センター生活衛生課の項第15号に掲げる事務を除く。)。 

(2) 医療施設調査規則(昭和28年厚生省令第25号)に基づく調査票等の受理及び送付に 

関すること。 

(3) 福祉保健センター生活衛生課の項第15号に掲げる事務の総括に関すること。 

 

福祉保健センター 

福祉保健課 

(1) 国民生活基礎調査規則(昭和61年厚生省令第39号)等に基づく調査票等の審査整理 

及び提出に関すること。 

(2) 人口動態調査令(昭和21年勅令第447号)に基づく調査票の審査及び提出に関する 

こと。 

(3) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく事務(同法に 

基づく医療費の負担、医療機関の指定、厚生労働大臣への報告、感染症発生時の調査 

協力依頼及び感染症に係る情報の公表に関する事務並びに前条健康安全課の項第1号 

及び第2号並びにこの条生活衛生課の項第5号に掲げる事務を除く。)に関すること。 

(4) 検疫法に基づく検査、消毒その他検疫感染症の予防上必要な措置に関すること。 

(5) 健康増進法(平成14年法律第103号)に基づく栄養指導その他の保健指導、特定給食 

施設及び特別用途食品等に関すること。 

(6) 横浜市小規模給食施設の栄養管理に関する条例(平成12年2月横浜市条例第6号)に 

基づく事務に関すること。 

(7) センター内他の課の主管に属しないこと。 

 

生活衛生課 

(1) 環境衛生関係営業に関すること。 

(2) 墓地、火葬場等の管理者の届出等に関すること。 

(3) 専用水道、簡易専用水道、小規模受水槽水道、飲用井戸等の衛生に関すること。 

(4) 建築物における衛生的環境の確保に関すること(事業者の登録に関する事務を除 

く。)。 

(5) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づくねずみ族、昆 

虫等の駆除並びに消毒(患者がいる場所及びいた場所並びに感染症により死亡した者 

の死体がある場所及びあった場所に係るものを除く。)に関すること。 
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(6) 居住衛生に関すること。 

(7) 有害物質を含有する家庭用品の衛生に関すること。 

(8) 前各号に掲げる事務に係る苦情受付及び調査に関すること。 

(9) 食品衛生関係営業に関すること。 

(10) 食中毒の予防に関すること。 

(11) 食中毒の発生措置に関すること。 

(12) 狂犬病予防に関すること。 

(13) 動物の愛護及び管理に関する法律(昭和48年法律第105号)に基づく第一種動物取 

扱業者及び第二種動物取扱業者の動物の管理方法等の改善勧告、措置命令、報告の徴 

収及び立入検査、生活環境の損失を生じさせる事態の除去に必要な勧告及び措置命令、 

特定動物飼養者に対する措置命令、報告の徴収及び立入検査、犬及び猫の引取り並び 

に動物の収容に関すること。 

(14) 横浜市動物の愛護及び管理に関する条例(平成18年3月横浜市条例第17号)に基づ 

く事務に関すること。 

(15) 患者調査規則(昭和28年厚生省令第26号)及び医療法施行令(昭和23年政令第326 

号)に基づく調査票等の受理及び送付、医師等の免許の経由事務、施術所、歯科技工 

所、薬局、薬局製造販売医薬品の製造販売業及び製造業、医薬品の販売業、医療機器 

の販売業及び貸与業、再生医療等製品の販売業並びに毒物劇物販売業に関すること。 

(16) 健康危機管理に関すること。 

 

高齢・障害支援課 

 (1) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123号)に基づく書類 

の経由事務に関すること(精神障害者保健福祉手帳及び自立支援医療に関する事務を 

除く。)。 

(2) 児童福祉法(昭和22年法律第164号)に基づく身体障害児の療育の指導等に関する 

こと(神奈川福祉保健センター、西福祉保健センター、中福祉保健センター、保土ケ 

谷福祉保健センター、都筑福祉保健センター及び栄福祉保健センター(以下「神奈川 

福祉保健センター等」という。)に限る。)。 

(3) 身体障害者福祉法施行令(昭和25年政令第78号)に基づく診査を受けるべき旨の通 

知の受理、障害程度の変化に関する通知及び身体障害者手帳の交付を受けた者に係る 

通知の受理に関すること(神奈川福祉保健センター等に限る。)。 

 

こども家庭支援課 

 (1) 児童福祉法に基づく身体障害児の療育の指導等に関すること(神奈川福祉保健セ 

ンター等を除く。)。 

(2) 身体障害者福祉法施行令に基づく診査を受けるべき旨の通知の受理、障害程度の 

変化に関する通知及び身体障害者手帳の交付を受けた者に係る通知の受理に関する 

こと(神奈川福祉保健センター等を除く。)。 

(3) 母子保健法(昭和40年法律第141号)に基づく妊娠の届出の経由事務に関すること。 
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１　平成26年度一般会計歳入決算状況
（単位：円）

分担金及び負担金 9,867,379,000 9,417,368,120 5,741,911,549 3,675,456,571 61.0% 197,198,153 3,478,258,418

使用料及び手数料 1,985,661,000 1,936,150,731 1,912,722,480 23,428,251 98.8% 0 23,428,251

国 庫 支 出 金 137,799,152,000 131,824,980,100 131,824,980,100 0 100% 0 0

県 支 出 金 31,007,361,000 27,361,817,460 27,361,817,460 0 100% 0 0

財 産 収 入 55,374,000 61,130,615 61,127,515 3,100 100.0% 0 3,100

寄 附 金 25,000,000 20,320,354 20,320,354 0 100% 0 0

繰 入 金 33,940,000 33,940,000 33,940,000 0 100% 0 0

諸 収 入 2,601,739,000 2,968,856,565 2,232,400,206 736,456,359 75.2% 65,343,095 671,113,264

市 債 4,881,000,000 4,758,000,000 4,758,000,000 0 100% 0 0

合 計 188,256,606,000 178,382,563,945 173,947,219,664 4,435,344,281 97.5% 262,541,248 4,172,803,033

※　収入率は、原則として小数第１位で表示（小数第２位を四捨五入）しています。
　　ただし、収入率が100％の場合は、『100.0％』ではなく『100％』と表示しています。

予算・決算

差　引　の　内　訳

収入未済額不納欠損額
科　　　　目 予 算 現 額

収入率
(％)

(B)/(A)

調 定 額 (A) 差 引 (A)-(B)収 入 済 額 (B)
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２　平成26年度一般会計歳出決算状況
（単位：円）

312,414,769,562 305,215,374,851 97.7% 7,199,394,711 363,693,800 6,835,700,911

48,812,802,583 45,975,817,313 94.2% 2,836,985,270 0 2,836,985,270

社 会 福 祉 総 務 費 25,090,352,943 24,927,036,707 99.3% 163,316,236 0 163,316,236

社 会 福 祉 事 業 振 興 費 5,765,694,000 5,588,723,899 96.9% 176,970,101 0 176,970,101

国 民 年 金 費 156,796,790 130,596,146 83.3% 26,200,644 0 26,200,644

ひ と り 親 家 庭 等 医 療 費 1,772,301,260 1,772,301,260 100% 0 0 0

小 児 医 療 費 8,750,767,740 8,153,830,674 93.2% 596,937,066 0 596,937,066

臨 時 福 祉 給 付 金 給 付 費 7,276,889,850 5,403,328,627 74.3% 1,873,561,223 0 1,873,561,223

90,077,033,000 87,823,804,140 97.5% 2,253,228,860 0 2,253,228,860

障 害 者 福 祉 費 69,905,044,723 68,123,414,368 97.5% 1,781,630,355 0 1,781,630,355

こころの健康相談ｾﾝﾀｰ等運営費 365,257,277 327,508,517 89.7% 37,748,760 0 37,748,760

障 害 者 手 当 費 1,125,036,000 1,045,517,953 92.9% 79,518,047 0 79,518,047

重 度 障 害 者 医 療 費 15,455,529,000 15,209,864,729 98.4% 245,664,271 0 245,664,271

障 害 者 福 祉 施 設 運 営 費 549,389,000 516,451,621 94.0% 32,937,379 0 32,937,379

ﾘ ﾊ ﾋ ﾞ ﾘ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ ｾ ﾝ ﾀ ｰ 等 運 営 費 2,676,777,000 2,601,046,952 97.2% 75,730,048 0 75,730,048

9,865,879,000 9,565,920,308 97.0% 299,958,692 0 299,958,692

老 人 措 置 費 2,291,458,000 2,129,302,232 92.9% 162,155,768 0 162,155,768

老 人 福 祉 費 7,139,951,000 7,019,865,700 98.3% 120,085,300 0 120,085,300

老 人 福 祉 施 設 運 営 費 434,470,000 416,752,376 95.9% 17,717,624 0 17,717,624

132,968,547,000 131,883,504,764 99.2% 1,085,042,236 0 1,085,042,236

生 活 保 護 費 130,985,641,000 130,160,450,918 99.4% 825,190,082 0 825,190,082

援 護 対 策 費 1,982,906,000 1,723,053,846 86.9% 259,852,154 0 259,852,154

11,523,837,000 10,910,642,808 94.7% 613,194,192 333,693,800 279,500,392

健 康 福 祉 施 設 整 備 費 11,523,837,000 10,910,642,808 94.7% 613,194,192 333,693,800 279,500,392

16,466,079,979 16,466,079,979 100% 0 0 0

予 防 費 9,575,641,183 9,575,641,183 100% 0 0 0

健 康 診 査 費 4,426,888,593 4,426,888,593 100% 0 0 0

健 康 づ く り 費 764,230,558 764,230,558 100% 0 0 0

医 療 対 策 費 44,828,694 44,828,694 100% 0 0 0

地 域 保 健 推 進 費 1,097,894,596 1,097,894,596 100% 0 0 0

公害・石綿健康被害対策事業費 556,596,355 556,596,355 100% 0 0 0

2,700,591,000 2,589,605,539 95.9% 110,985,461 30,000,000 80,985,461

食 品 衛 生 費 199,744,974 173,396,099 86.8% 26,348,875 0 26,348,875

衛 生 研 究 所 費 196,446,157 196,446,157 100% 0 0 0

食 肉 衛 生 検 査 所 費 92,039,217 86,554,264 94.0% 5,484,953 0 5,484,953

環 境 衛 生 指 導 費 76,397,000 71,795,517 94.0% 4,601,483 0 4,601,483

葬 務 費 1,959,908,652 1,888,359,535 96.3% 71,549,117 30,000,000 41,549,117

動 物 保 護 指 導 費 176,055,000 173,053,967 98.3% 3,001,033 0 3,001,033

103,599,111,000 103,597,994,457 100.0% 1,116,543 0 1,116,543

103,599,111,000 103,597,994,457 100.0% 1,116,543 0 1,116,543

国民健康保険事業費会計繰出金 32,244,545,000 32,244,545,000 100% 0 0 0

介 護 保 険 事 業 費 会 計 繰 出 金 34,661,593,000 34,661,023,000 100.0% 570,000 0 570,000

後期高齢者医療事業費会計繰出金 29,278,250,000 29,278,250,000 100% 0 0 0

公害被害者救済事業費会計繰出金 8,696,000 8,149,457 93.7% 546,543 0 546,543

水 道 事 業 会 計 繰 出 金 705,711,000 705,711,000 100% 0 0 0

自 動 車 事 業 会 計 繰 出 金 4,655,726,000 4,655,726,000 100% 0 0 0

高 速 鉄 道 事 業 会 計 繰 出 金 2,044,590,000 2,044,590,000 100% 0 0 0

416,013,880,562 408,813,369,308 98.3% 7,200,511,254 363,693,800 6,836,817,454

※　執行率は、原則として小数第１位で表示（小数第２位を四捨五入）しています。
　　ただし、執行率が100％の場合は、『100.0％』ではなく『100％』と表示しています。

健 康 福 祉 費

執行率

(％)

合 計

(B)/(A)

公 衆 衛 生 費

左  の  内  訳

繰　越　額 不　用　額
支 出 済 額 (B)区　　　　　　　　　　　　分 予 算 現 額 (A)

健 康 福 祉 施 設 整 備 費

環 境 衛 生 費

老 人 福 祉 費

生 活 援 護 費

差　　　引

(A)-(B)

障 害 者 福 祉 費

諸 支 出 金

社 会 福 祉 費

特 別 会 計 繰 出 金
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３　平成26年度特別会計決算状況
（単位：円）

収入支出差引

過△不足額

国民健康保険事業費会計 369,027,886,000 360,450,649,293 344,343,959,273 16,106,690,020

介 護 保 険 事 業 費 会 計 241,974,087,000 241,662,140,729 237,022,785,543 4,639,355,186

後期高齢者医療事業費会計 65,105,026,000 65,018,254,836 64,582,049,346 436,205,490

公害被害者救済事業費会計 37,939,000 48,332,063 26,590,207 21,741,856

新 墓 園 事 業 費 会 計 172,123,000 138,169,220 138,161,000 8,220

支　出　済　額収　入　済　額歳入歳出予算現額
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